令和6年11月５日

健康保険証廃止による各種手引き改定について（お知らせ）

大阪府　都市整備部　住宅建築局
建築指導室　建築振興課

健康保険証の廃止を定めるマイナンバー法等の一部改正（令和６年１２月２日施行）に伴い、「建設業許可申請の手引き」等を改定します。

1．改正の適用年月日
　令和６年１２月２日から適用します。
ただし、令和７年12月１日まで、有効な保険証をお手元にお持ちの場合は従前どおりの対応も可とします。


２．改正に該当する手引き等
　・「建設業許可申請の手引き」
　・「建設業許可変更等届出の手引き」
　・「建設業認可申請の手引き」
　・「大阪府知事が建設業の許可を行う際の審査基準」
　なお、令和６年１２月頃にホームページにて改訂版を掲載する予定です。


３．改正の内容
①申請書等を提出される方の本人確認書類（行政書士及び行政書士の補助者以外の方）から、健康保険証・後期高齢者医療被保険者証・船員保険証を削除します。ただし、上記但し書きにある通り、有効な保険証をお手元にお持ちの際は従前どおり本人確認書類として認めます。

②常勤性の確認書類を一部変更します。（下記、「建設業許可申請の手引き」改正部分一部抜粋）
■　対象者が法人の役員又は従業員の場合　１又は２の書類
（ただし後期高齢者医療制度被保険者にあっては２の書類）
■　対象者が個人事業主の場合　５の書類
　（ただし直近で所得税の確定申告を行った年のものが発行されない期間は３の書類）
■　対象者が個人事業の専従者の場合　４及び５の書類
■　対象者が個人事業の従業員の場合　１又は２の書類
（ただし後期高齢者医療制度被保険者にあっては、２又は４及び５の書類）


常勤性の確認書類一覧表
　[image: ]
　また注意書き内に記載されていた、役員報酬等の月額が10万円未満の方、又は給与の額が10万円未満であって、かつ代表者又は代表者と生計を一にする方の場合の確認書類は、被保険者記録照会回答票、住民税課税証明書及び申請者の確定申告書類とします。
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番号  確認書 類  

１  健 康保険被保 険者標準報 酬決定通知書 （直近年のもの）  

２  住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）   ＋住民税特別徴収税額通知書（納税義務者 用）※双方とも直近年のものが必要で す。  

３  直前の個人事業主の所得税の確定申告書（税務署の受付印のある第一表）   ※電子申告の場合は税務 署の受信通知、第一表に税 務 署の受付印がなく   第二表に税理士等の記名捺印がある場 合は第二表も 必要です。  

４  直前 の個人事業主の所得税の確 定申告 書（ 税務署 の受付印の ある第 一表   ＋事業専従者欄又は給料賃金の内訳欄に氏名・金額の記載がある書類）   ※電子申告の場合は税務署の受信通知、第一表に税務署の受付印がなく第二表に税理士 等 の記名捺印がある場合は第二表も必 要です。  

５  市町村の長が発行する住民税課税証明書（直近年のもの） ※ 3 か月以内に発行されたもの  

６  直前３か月分の賃金台帳等  

７  役員報酬に関する役員会議 事録  

８  雇用契約書又 は 労働条件明示書（給 与額が確認できるもの）  

９  住民税特別徴収 切替申請書 （市町村の受 付印のある控え）  

 


